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原子力発電所 直接請求 住民投票 住民運動 年表 
 
分 類 事   項 出 典 
法 制 度 1947 地方自治特別法施行 
 
法 制 度 





















1972.7.15 新潟県柏崎市荒浜地区（原発予定地から半径 5 キロ内、
391 世帯、1500人余り）で原発建設について住民投票（1世帯 1票
方式）を実施した。有権者数は 391、投票数は 329で投票率 84.1％。






















投票、165名が賛成、賛成率 98.2％、反対票は 3票。 
鹿谷:p.112 









































論会と関係 5市町の住民投票など 5項目を要求。 
朝日:19810901  
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運  動 
1981.12.5 12.10 新潟県巻町で「巻原発反対共有地主会」を中心に































15 名、反原発反町長派は 5名。 
日経:19820720 
朝日:19820628 
運  動 
1983.9.16 福井県大飯町で、原発反対県民会議と「大飯町住みよい
町づくりの会」（代表水谷刀袮氏、中川三千男氏）が署名運動に入










議  会 





自主投票 1984.11.4 福井県小浜市で大飯原発から 10km以内の有権者に対し 反:19841020:1 













する県民投票条例案」が否決される。直接請求に必要な 2 万 2097















1986.4.5 石川県富来町選管に 4020 人分の署名（法定数 194 人の
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請求運動 
1988.10.14 「道民の会」が横路孝弘北海道知事に住民投票条例を求


















































































































請求運動 1993.3 福井県敦賀商工会議所が提出した増設促進の陳情を市議会 福井:20111126 







される。串間市議会（定数 23）は、保守系無所属 18 議席 共産 





必要との回答した人が 75％、必要ないが 1、その他が 13％。 
朝日:19930913 
請求運動 




































1993.11 16 福井県敦賀原発 3・4号機増設の是非を問う住民投票を
求めて 1万 989人の有効署名（有権者 50分の 1、1980人の 11 倍）
をもって本請求がなされた。市議会(定数 28）は 3 月に敦賀商工会





















本女子大教授、山口二郎北大教授、議員ら 11人が 3月から約 10 回
の検討会を開催してきた。 
朝日:19940825 

















非を問う住民投票が実施された。1 万 378 人が投票し（投票率

















1995.3.23 串間市議会が住民投票条例改正案を賛成 8 反対 14 で否
決する。  
西日本:19950323 
議会可決 1995.3.24 三重県南島町で議員提案による芦浜原発建設に関する住 反:19950420:3 
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民投票条例の改正案が可決された。①「有効投票の賛否いずれか過
半数の意思を尊重する」から「3 分の 2 以上の賛成が得られないと
きは否としてその意思を尊重する」へ修正、②建設に伴う事前環境











発電所建設の是非を問う住民投票条例案」（議員提案）を 11 対 10












議  会 
1995.8.2 三重県紀勢町で芦浜原発について町民投票条例の制定を
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議  会 
1995.12. 21 串間市市議会(23人）が議員提案による「住民投票条例
の廃止を求める条例案」を賛成 9 反対 13 で否決した。同時に「原






































提  言 
















1996.7.7 巻町の笹口町長が「町民は 20 数年間、原発の安全性も国




















した。有権者数 2 万 3222、投票総数 2 万 0503、反対票 1 万 2478
票（有効投票数の 61.2％、有権者数の 53.7％）、賛成票 7904 票。 
反:19960820 
請求運動 






















反  響 
1996.8.26 通産省･資源エネルギー庁が、来年度から原子力発電所の
稼働中の地元自治体に「原子力発電施設等立地地域長期発展対策交










反  響 1996.9.3 通産省資源エネルギー庁が「エネルギー立地広報方策委員 朝日:19960828 






























により 95年 2月に条例制定を陳情。 
反:19960120 
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96年 5月末に 81万 2325人と有権者の過半数を上回ったことにある。 



























































会に、有権者 9787人の 4割に相当する 3862人の署名を添えて条例



















1998.12.16 北海道泊 3 号機について、市民団体「決めるのは私た







1999.1.7-2.7 東京電力柏崎刈羽発電所で 2000 年に導入予定のプル
サーマル計画に反対し住民投票条例制定を求める署名活動が柏崎
市、刈羽村で行われた。「プルサーマルを考える柏崎刈羽市民ネッ























より選管に署名簿が提出された。柏崎市の有権者数 6 万 9610 名中
署名数は 2 万 5258 名、刈羽村の有権者数 411 名中署名数は 1345
反:19990320:3 
日経:19990313 



































































































2000.8.30 北海道電力の泊原発 3 号機増設問題で、市民団体「泊原






























































が直接請求署名運動を再び開始、2 月 26 日の開票で、有権者 4172





















票を実施。有権者数 4090、投票総数 3605（投票率 88.14％）、反
反:20010620 
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対票 1925、保留 131、賛成 1533、無効 16。反対は有効投票数に対




































































有権者数 8748、投票総数 7754、投票率 88.6％、誘致反対 5215 票、
誘致賛成 2512 票。反対票は有効投票数の 67.5％、全有権者に対し
59.6％。 
直前に中部電力浜岡原発の配管破断、労使漏れ事故があった。推進




























































































して 5 万 3191人分の署名簿（有権者の約８％）を古川康知事に提
朝日:20070123 
日経:20070122 
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と公明党（1人）、県民ネットワーク 1人の 33人が反対、賛成派 5
人。4 万 9 千人の署名で条例を求めた「県民の会」は解散し、「プ











法 制 度 
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議 会 




















































選管で 5 万 5428 人分が有効とされ、必要な 4 万 2673 人分を上回
朝日:20120204 



















































１．朝日新聞は、反対が全投票数の 76％、全世帯数の 68％と報道している。 
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